
（証券コード：6969）
2021年６月11日

株 主 各 位
大阪府豊中市千成町３丁目５番３号

代表取締役社長 常 俊 清 治

第72回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第72回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案

内申し上げます。

なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2021年６月28日（月曜日）
正午までに到着するようご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2021年６月29日（火曜日）午前10時

2. 場 所 大阪府豊中市本町３丁目１番16号

ホテルアイボリー ３階 オーキッドホール

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第72期（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）事業報告の内容及び計算書類の内容

報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役３名選任の件

第２号議案 補欠の監査役１名選任の件

以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ですが同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますよ

うお願い申し上げます。

◎法令並びに当社定款第17条の規定に基づき、個別注記表につきましては、インターネット上

の当社ウェブサイト（https://www.ncc-matsuo.co.jp/ir) に掲載しておりますので、本通

知には記載しておりません。したがって、本通知の添付書類は、監査報告を作成するに際

し、監査役及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。

◎本通知の添付書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ

ェブサイト(https://www.ncc-matsuo.co.jp/ir) に掲載させていただきます。
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COVID-19（新型コロナウイルス）に関するお知らせ

● COVID-19（新型コロナウイルス）による感染症が発生しておりますが、当社の定時株主総

会にご出席される株主様におかれましては、株主総会開催日時点の状況やご自身の体調を

ご確認いただき、マスク着用の上、ご来場くださいますようご協力をお願い申し上げます。

● 総会会場では、マスクの着用徹底、検温実施のご協力、アルコール消毒液の使用をお願い

しております。万一マスク不着用の株主様や、明らかに体調のすぐれない株主様がご来場

の場合、入場を制限又はご退場いただく場合がありますのでご了解願います。

● 「当社製品紹介」及びロビーにおけるお茶のご提供につきましては、感染予防の観点から

中止いたしますので、あらかじめご了承のほどお願い申し上げます。

● 株主総会の議決権行使につきましては、事情ご勘案の上、書面（郵送）による事前行使を

行っていただきますようお願い申し上げます。

● 株主総会の議事進行上、事業報告及び計算書類の内容の報告並びに監査役会の監査報告に

つきましては、詳細な説明を割愛させていただきます。

● 今後の感染症の影響により、会場変更等の感染予防及び拡散防止のための新たな措置を講じる場

合には、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.ncc-matsuo.co.jp/ir）に掲載させ

ていただきますので、最新の状況をご確認願います。

― 2 ―

2021年05月28日 11時20分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（添付書類） 事 業 報 告

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

当事業年度のエレクトロニクス業界の状況は、前半は世界各国の新型コロナウ
イルス感染症対策に伴う経済の活動の影響により需要が減少しましたが、後半は
経済活動維持及び感染拡大抑制の両立局面を経て、社会・経済活動が抑制される
状況が続きながらも、回復基調に転じました。自動車の生産につきましても同様
の傾向であり、後半に持ち直しの動きが継続しました。

このような環境のもとで、当社の売上高につきましては、販売重点製品である、
車載用回路保護素子及びリチウムイオン電池向けの高電流ヒューズが年度を通じ
て順調に推移し、カーエレクトロニクス向けのタンタルコンデンサは、第２四半
期累計期間は低調であったものの、第３四半期会計期間以降は前年同期並みに回
復しました。

その結果、当事業年度の当社の業績は、売上高につきましては、3,803百万円
（前年同期比4.0%増加）となり、損益につきましては、当事業年度の経営計画であ
った売上高の増加、採算重視の営業活動の実施、島根工場の回路保護素子生産設
備の福知山工場への移転による原価低減及び一般管理費の固定経費削減等の利益
体質強化の施策が計画どおり進捗し、営業利益262百万円（前年同期比915.4%増
加）となり、為替差益3百万円及び支払利息32百万円の計上等により、経常利益
233百万円（前年同期比988.2%増加）といずれも大幅な増益となりました。
また、特別損失として、コンデンサ製品の取引に関するブラジル当局との和解

金及び集団訴訟等の対応のための弁護士報酬等に伴う独占禁止法等関連損失112百
万円並びに今後の販売が見込めないため生産中止とした製品及び仕掛品の廃棄に
伴うたな卸資産廃棄損66百万円等を計上し、税引前当期純利益43百万円（前年同
期比227百万円改善）となりました。

なお、2020年12月に、当社が退職給付信託に拠出している事業会社１社の株式
（貸借対照表に計上していないみなし保有株式）を売却したことにより、繰延税金
負債の全額を取り崩し、法人税等調整額（益）99百万円を計上した結果、当期純
利益134百万円（前年同期比327百万円改善）となりました。
他方、当社は、東京証券取引所の定める時価総額基準に基づく上場廃止基準に

定める所要額に抵触していましたが、2020年12月における月間平均時価総額及び
月末時価総額が10億円以上となりましたので、東京証券取引所の定める上場廃止
基準に該当せず、猶予期間入りの指定が解除されました。そして、１年間先送り
していました新たな中期経営計画の策定につきましては、2021年１月14日に東京
証券取引所において公表しました「中期経営計画（2022年３月期から2024年３月
期まで）の策定に関するお知らせ」のとおりであり、その内容は、「１．会社の現
況に関する事項(4)対処すべき課題」に記載のとおりです。

当事業年度の事業別の概況は、次のとおりです。
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①タンタルコンデンサ事業

　タンタルコンデンサ事業につきましては、カーエレクトロニクス向けのタンタ

ルコンデンサが、第２四半期累計期間は低調であったものの、第３四半期会計期

間以降は前年同期並みに回復しました。この結果、タンタルコンデンサ事業の売

上高は、2,816百万円（前年同期比1.2％減少）となり、総売上高に占める比率は

74.0％（前年同期比3.9ポイント低下）となりました。

②回路保護素子事業

回路保護素子事業につきましては、車載用回路保護素子及びリチウムイオン電

池向けの高電流ヒューズが順調に推移しました。この結果、回路保護素子事業の

売上高は、794百万円（前年同期比25.8％増加）となり、総売上高に占める比率は

20.9％（前年同期比3.6ポイント上昇）となりました。

③その他

　その他の売上高は、192百万円（前年同期比9.9％増加）となり、総売上高に占

める比率は5.1％（前年同期比0.3ポイント上昇）となりました。

(2) 設備投資の状況

当事業年度の設備投資の総額は、99百万円で、主として、回路保護素子の増産

設備に投資を行いました。

(3) 資金調達の状況

当事業年度末日現在における当社の有利子負債は2,480百万円と、前事業年度末

比377百万円増加しました。その理由は、新型コロナウイルス感染症が事業活動に

与える影響に備えて経営の安定化を図るために手元資金を確保したことであり、

その主な内訳は下表のとおりです。

① 借入金

会社名 内容 概要

株式会社商工組合中央金庫 300百万円の増加 新規借入の実施

株式会社日本政策金融公庫 200百万円の増加 新規借入の実施

株式会社三井住友銀行 216百万円の減少
担保に供していた定期預金解
約等による借入返済の実施

② 社 債

取引日 取引内容 社債 金額

2020年９月25日 新規発行 ＳＤＧｓ推進私募債 90百万円
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(4) 対処すべき課題

新たな中期経営計画（2022年３月期から2024年３月期まで）においては、継続

的な新製品開発・生産・販売による再成長を目標とし、同時に、借入金の返済及

び東京証券取引所における上場維持の安定化のためにも、持続可能な収益構造を

確立し、業績を向上させることを課題としており、概要は次のとおりです。

①中期経営計画の基本方針

・販売拡大による売上高の増加を優先課題とし、国内及び海外販売のそれぞれの

目標を達成する。

・回路保護素子は増産体制の整備と新製品の投入により売上高の増加、利益額の

増加を図る。

・チップタンタルコンデンサは生産数を維持し、利益額を確保する。

・リード付きタンタルコンデンサ及びフィルムコンデンサは、利益を確保し、製

品供給を継続する。

・借入金の返済が可能な利益を確保する。

・人的資源の有効活用及び健康経営の継続により働き方改革を推進する。

・独占禁止法及び競争法に関わる件については、早期解決及び再発防止のためコ

ンプライアンス管理体制の維持と一層の充実を図る。

②中期経営計画の数値目標

2022年３月期以降の営業利益目標を２億円以上とし、未定の独占禁止法等関連

損失を除き、当期純利益の計上及び営業キャッシュ・フローをプラスとするこ

とを目標とします。

③2022年３月期年度経営計画における課題

　当該中期経営計画に基づき次期において対処すべき課題は以下のとおりです。

・売上高及び営業利益について、製品セグメント別、販売先別に数値目標を定め

達成する。

・販売費及び一般管理費は売上高の20％以内とする。

・回路保護素子ＪＨＣ型の増産体制を整備する。

・回路保護素子の新製品を上市する。

・チップタンタルコンデンサＡケースの増産体制を整備する。

・導電性高分子タンタルコンデンサの超低ＥＳＲ品の量産技術を確立する。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

期 別

区 分

第69期 第70期 第71期
第72期

（当事業年度）

(2017年４月１日
2018年３月31日

～)(2018年４月１日
2019年３月31日

～)(2019年４月１日
2020年３月31日

～)(2020年４月１日
2021年３月31日

～)
千円 千円 千円 千円

売 上 高 4,733,831 4,383,836 3,659,006 3,803,820
千円 千円 千円 千円

経 常 利 益 148,716 53,797 21,497 233,949
千円 千円 千円 千円

当 期 純 利 益 △115,574 △647,341 △193,136 134,471
円 円 円 円

１株当たり当期純利益 △44.95 △251.84 △75.15 52.32
千円 千円 千円 千円

総 資 産 6,006,003 5,784,101 5,532,421 5,601,940
千円 千円 千円 千円

純 資 産 2,405,101 1,757,648 1,564,437 1,698,855

(注) 1. △は損失を示します。
2. 第70期において連結子会社がなくなりましたので、第69期以降の個別の財産及び損益

状況を記載しております。
3. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数

に基づき算出しております。
4. 2017年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を行っており

ますが、第69期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を
算定しております。

5. 第69期、第70期及び第71期に当期純損失が発生した主たる要因は、独占禁止法等関連
損失の計上によるものです。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社との関係

該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

該当事項はありません。

③事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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(7) 主要な事業内容

当社は小型高信頼度コンデンサ及び回路保護素子の製造販売を主な事業として

おります。品質第一をモットーとする当社では、国際的にトップレベルの品質を

追求し、また、小型化、高機能化、低価格化、環境課題への対応等の顧客ニーズ

に対応し、カーエレクトロニクス分野・電気計測器・医療機器・宇宙衛星等にご

採用いただいております。

(8) 主要な事業所

本 社 大阪府豊中市

営 業 所 東日本営業部 東京都千代田区

中部日本営業部 愛知県安城市

西日本営業部 大阪府豊中市

工 場 福知山工場 京都府福知山市

本社工場 大阪府豊中市

島根工場 島根県出雲市

(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減

249
名

-14
名

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 799,528
千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 738,627
千円

株式会社商工組合中央金庫 300,000
千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 242,648
　千円

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 200,000
千円

株式会社日本政策金融公庫 200,000
千円

(11) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

(12) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。
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(13) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

(14) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

(15) その他会社の現況に関する重要な事項

（継続企業の前提に関する重要事象等）

　 当社におきましては、今後も独占禁止法等に関連する支払の発生が見込まれる
状況の中、当事業年度を含み６期連続でマイナスの営業キャッシュ・フローを計
上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象等が存在して
おります。
　当社は、当該重要事象等を改善する目的もあり、2021年４月１日を起点とする
中期経営計画（2022年３月期から2024年３月期まで）を立案し、2021年１月14日
に東京証券取引所において公表しました。同計画では、継続的な新製品開発・生
産・販売による再成長を目標とし、同時に、借入金の返済及び東京証券取引所に
おける上場維持の安定化のためにも、持続可能な収益構造を確立することにより
2022年３月期以降の営業利益目標を２億円以上としております。また、同計画を
踏まえた2022年３月期の年度経営計画は、「１．会社の現況に関する事項（４）対
処すべき課題」に記載のとおりであり、これらの施策の推進により2022年３月期
における営業利益は２億円以上を見込み、資金計画に基づく事業の継続性にも問
題がないため、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断し
ております。

― 8 ―

2021年05月28日 11時20分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



2. 会社の株式に関する事項

①発行可能株式総数 10,000,000株

②発行済株式の総数 2,572,000株

③株主数 3,336名

④大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

松 尾 電 機 投 資 会 209
千株

8.15
％

松 尾 浩 和 137 5.36

HAITONG INT SEC-CL AC-10（PERCENTAGE) 126 4.90

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 116 4.51

松 井 証 券 株 式 会 社 111 4.33

松尾電機従業員持株会 94 3.69

日本証券金融株式会社 80 3.13

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 36 1.40

甲 斐 道 人 19 0.74

株式会社ＳＢＩネオトレード証券 17 0.68

(注) 持株比率は、自己株式（2,124株）を控除して計算しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況

常 俊 清 治 代表取締役社長 執行役員

網 谷 嘉 寛 常 務 取 締 役 執行役員総務経理部門長

岸 下 学 取 締 役 執行役員生産部門長

宮 田 智 彦 取 締 役 執行役員営業部門長

石 井 啓 之 取 締 役
（重要な兼職の状況）
公認会計士

林 信 綱 監 査 役（常勤）

岡 本 健 監 査 役

平 泉 憲 一 監 査 役
（重要な兼職の状況）
弁護士

(注) 1. 2020年６月26日開催の第71回定時株主総会において、当社は、企業経営に精通し必要

とされる見識を有していることを理由として常俊清治を取締役候補者とし、同氏は取

締役に再選され就任いたしました。

2. 2020年６月26日開催の第71回定時株主総会において、当社は、管理的業務に精通し必

要とされる見識を有していることを理由として、網谷嘉寛を取締役候補者とし、同氏

は取締役に再選され就任いたしました。

3. 取締役 石井啓之は、社外取締役であり、当社は、株式会社東京証券取引所に対して、
同氏を独立役員として届け出ております。

4. 監査役 岡本健及び監査役 平泉憲一の両氏は、社外監査役であり、当社は、株式会社
東京証券取引所に対して、両氏を独立役員として届け出ております。

<ご参考>当社は、執行役員制度を導入しており、2021年１月開催の取締役会において、各担
当業務遂行に必要な見識等を有していることを理由として、以下のとおり取締役を
兼務しない執行役員を選任し、各氏は、2021年３月に就任いたしました。

氏 名 担当及び重要な兼職の状況

山 地 正 人 執行役員経営・調達管理部門長兼内部監査室長

平 塚 伸 彦 執行役員品質保証部門長

岡 田 一 人 執行役員開発部門長
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役 石井啓之、社外監査役 岡本健及び社外監査役 平泉憲一と

の間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の

限度額は、法令が規定する額であります。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

　社との間で締結しており、2021年３月に更新しました。当該保険契約では、取締

役及び監査役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る

請求を受けることによって生ずる損害について填補する内容となっています。た

だし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生ずる損害は

填補されないなど、一定の免責事由があります。

　当該保険契約の被保険者は、当社取締役及び当社監査役であり、すべての被保

険者について、その保険料を全額当社が負担しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等
　①取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　当社の取締役の報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブと
して十分に機能するよう株主の長期的利益と連動した報酬体系とし、個々の取
締役の報酬等の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本
方針としており、当該基本方針は、取締役会で決議されております。
　具体的には、業務執行取締役の報酬等は、固定報酬としての基本報酬及び業
績連動報酬により構成し、社外取締役の報酬等は、業務執行から独立した立場
で監督機能を担う観点から、基本報酬のみとしております。
　取締役の報酬等に関する事項の決定プロセスは、社長、総務担当役員及び１
名以上の独立社外取締役で構成される報酬委員会からの社内規程に基づく答申
により取締役会で決定されております。
　また、当社の監査役の報酬等の額は、監査役の協議により決定することが監
査役の協議により決定しております。
　なお、役員に対するストックオプション制度は採用せず、役員退職慰労金制
度は既に廃止しました。

　②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
役員報酬については、1989年６月29日開催の第40回定時株主総会の決議によ

り、取締役の報酬額は月額9,000千円以内（決議当時の員数６名）、監査役の報
酬額は月額2,500千円以内（決議当時の員数３名）とされました。

③取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断
した理由
　取締役の個人別報酬等の額は、報酬委員会が十分に審議・承認した役位別支
給基準等に関する内容が答申されていることから、取締役会も基本的にその原
案を尊重し決定方針に沿うものであると判断しております。

④取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　 該当事項はありません。
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　⑤ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円）

対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

46,056
(5,400）

46,056
(5,400)

―
(-)

―
(-)

5
(1)

監査役
（うち社外監査役）

19,200
(8,400）

19,200
(8,400)

―
（-)

―
(-)

3
(2)

(注) 1. 上記取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。
　 2. 業績連動報酬等については以下のとおりです。

・業務執行取締役の業績連動報酬は、事業年度ごとに当社の業績を勘案して決定される現
金報酬とします。

・業績連動報酬に係る指標とその値は、客観性及び透明性の観点から営業利益とし、中期
経営計画等と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて報酬委員会
の答申を踏まえた見直しを行うものとします。

・業績連動報酬の算定方法については、原則として、外部公表の業績予想数値及び直近の
月次決算の動向による営業利益を指標とし、上記の取締役の報酬等に関する事項の決定
プロセスに基づき決定します。当事業年度の営業利益は262百万円となりました。

・なお、上記で算定した営業利益の数値と本決算による営業利益の数値の乖離が大きい場
合等は、定時株主総会終了後の取締役会で、その時点の業績動向も含めて見直しを行う
ものとします。

　 3. 非金銭的報酬等について該当事項はありません。

(5) 社外役員に関する事項

①重要な兼職先と当社との関係
該当事項はありません。

②当事業年度における主な活動状況

社外取締役 石井啓之
当事業年度中に開催された取締役会17回すべてに出席し、必要に応じ、公認
会計士、税理士として会社財務・税務に関する高い経験、見識等を活かして、
客観的立場で経営を監督する役割を果たすため、専門的見地から発言を行っ
ております。

社外監査役 岡本健
当事業年度中に開催された取締役会17回、監査役会14回すべてに出席し、必
要に応じ、金融機関業務経験者として高い経験、見識等を活かして、経営全
般に対して監査及び助言する役割を果たすため、専門的見地から発言を行っ
ております。

社外監査役 平泉憲一
当事業年度中に開催された取締役会17回、監査役会14回すべてに出席し、必
要に応じ、弁護士として高い経験、見識等を活かして、経営全般に対して監
査及び助言する役割を果たすため、専門的見地から発言を行っております。

③上記内容に関する社外役員の意見
　該当事項はありません。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 23,000千円

(注) 1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における監査の職務状況、報
酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第
１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額
と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分で
きないことから、上記の金額はこれらの合計額を記載しております。

②当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,000千円

(3) 非監査業務の内容

　 該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判

断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、

当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合には、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。

(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

会社法及び金融商品取引法に基づく内部統制システム構築に関する基本方針及

び当該体制の運用状況は次のとおりです。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

①代表取締役社長は、取締役及び執行役員（以下、総称して本項において「役員」

という）の中からコンプライアンス管理担当役員を指名する。

②コンプライアンス管理担当役員は、当社のコンプライアンス管理体制を構築す

る責任と権限を有し、各役員は自己の分掌範囲においてコンプライアンス管理

体制を整備する。

③コンプライアンス最優先の一環として、社会的秩序や健全な活動に脅威を与え

る反社会的勢力に対して、統轄部署を設置し、警察署及び顧問弁護士等と連携

し、断固とした姿勢で臨み、一切の関係を遮断する。

④代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し当社の内部監査体制を構築する。

(2) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

次の経営管理システムを用いて取締役の職務執行の効率性を確保する。

①役員により構成される経営会議を開催し会社に影響を及ぼす重要事項の審議及

び部門ごとの目標と実績の進捗管理を実施する。

②経営環境の変化により迅速に対応するために執行役員制度の機能の充実を図る。

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、取締役の職務の執行に係る重要書類については10年以上保管するも

のとし必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①代表取締役社長は、役員の中からリスク管理担当役員を指名する。

②リスク管理担当役員は、当社のリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、

各役員は自己の分掌範囲においてリスク管理体制を整備する。

(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役が使用人を求めた場合は職務を補助するスタッフを配置し、そのスタッ

フは監査役の指示、命令により業務を遂行する。
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(6) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

①監査役は、代表取締役社長及び会計監査人と必要に応じて会合を行う。

②監査役は、経営会議その他重要な会議に出席し、必要に応じて当社の取締役及

び使用人から報告及び意見を求めることができる。

③役員は、法令及び定款に違反する行為を発見した場合、会社に著しい損害ある

いは不利益が生じた場合等は監査役に報告する。

④監査役に報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱い

を受けることを禁止する。

⑤監査役が、監査役の職務を執行する上で必要な費用の前払い等の請求をしたと

きは、速やかに当該費用又は債務を支払うものとする。

(7) 財務報告の信頼性を確保するための体制

①代表取締役社長は、役員の中から内部統制システム運用責任者を指名する。

②内部統制システム運用責任者は、財務諸表及び財務諸表に重要な影響を及ぼす

可能性のある情報の信頼性を確保すべく明確な職務分掌、内部監査体制を構築

する。

③内部統制システム運用責任者は、資産の取得、使用及び処分を正当な手続き及

び承認の下で行うために明確な規程、職務分掌、内部監査体制を構築する。

(8) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①代表取締役社長が、コンプライアンス管理担当役員及びリスク管理担当役員を

指名し通達で職制を通じて周知している。

②役員により構成される経営会議を定期的に開催し、コンプライアンス管理担当

役員及びリスク管理担当役員がそれぞれの事項を文書で報告している。

③取締役会を定期的に開催し、監査役も出席した上で取締役や使用人の職務の執

行が法令及び定款に適合していること並びに取締役の職務の執行が効率的に行

われていることを確認している。
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貸 借 対 照 表

（2021年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
千円 千円

資 産 の 部 5,601,940 負 債 の 部 3,903,085
流 動 資 産 3,878,775 流 動 負 債 2,455,763

現 金 及 び 預 金 1,307,955 支 払 手 形 185,078

受 取 手 形 23,038 買 掛 金 294,999

電 子 記 録 債 権 439,087 短 期 借 入 金 1,430,000

売 掛 金 751,809 １年内償還予定の社債 12,600

製 品 677,579 １年内返済予定の長期借入金 90,420

仕 掛 品 401,640 リ ー ス 債 務 8,159

原材料及び貯蔵品 255,266 未 払 金 229,078

前 払 費 用 8,237 未 払 費 用 161,536

そ の 他 15,374 未 払 法 人 税 等 22,903

貸 倒 引 当 金 △1,213 預 り 金 7,106
　 設備関係支払手形 13,881

固 定 資 産 1,723,165 固 定 負 債 1,447,321
有形固定資産 1,430,853 社 債 71,100

建 物 384,878 長 期 借 入 金 876,683

構 築 物 11,484 リ ー ス 債 務 14,622

機 械 及 び 装 置 259,565 退 職 給 付 引 当 金 477,007

車 両 運 搬 具 455 資 産 除 去 債 務 7,908

工具、器具及び備品 58,676

土 地 691,322

リ ー ス 資 産 18,727 純 資 産 の 部 1,698,855

建 設 仮 勘 定 5,744 株 主 資 本 1,698,855

無形固定資産 249,762 資 本 金 2,219,588

借 地 権 21,411 資 本 剰 余 金 302,662

ソ フ ト ウ ェ ア 21,483 資 本 準 備 金 302,662
ソフトウェア仮勘定 200,062 利 益 剰 余 金 △821,580

そ の 他 6,804 その他利益剰余金 △821,580

投資その他の資産 42,549 繰越利益剰余金 △821,580

投 資 有 価 証 券 15,000 自 己 株 式 △1,815

出 資 金 200

そ の 他 27,351

貸 倒 引 当 金 △2

資 産 合 計 5,601,940 負債純資産合計 5,601,940

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 3,803,820

売 上 原 価 2,810,579

売 上 総 利 益 993,241

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 731,233

営 業 利 益 262,007

営 業 外 収 益

受 取 利 息 94

受 取 配 当 金 500

為 替 差 益 3,365

そ の 他 6,048 10,007

営 業 外 費 用

支 払 利 息 32,941

社 債 利 息 166

そ の 他 4,958 38,066

経 常 利 益 233,949

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 580

た な 卸 資 産 廃 棄 損 66,393

独 占 禁 止 法 等 関 連 損 失 112,726

事 業 拠 点 再 構 築 費 用 10,800 190,501

税 引 前 当 期 純 利 益 43,448

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,806

法 人 税 等 調 整 額 △99,829 △91,023

当 期 純 利 益 134,471

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

　 (単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,219,588 302,662 302,662 △ 956,052 △ 956,052

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 134,471 134,471

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 - - - 134,471 134,471

当 期 末 残 高 2,219,588 302,662 302,662 △821,580 △821,580

株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △ 1,761 1,564,437 1,564,437

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 134,471 134,471

自 己 株 式 の 取 得 △53 △53 △53

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純額）

-

当 期 変 動 額 合 計 △53 134,418 134,418

当 期 末 残 高 △1,815 1,698,855 1,698,855

　 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2021年５月12日

松尾電機株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 本 伸 吾 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 田 哲 雄 ㊞

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、松尾電機株式会社の2020年４月１

日から2021年３月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい

て監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場

から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して

重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意

見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に

基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内

容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい

るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要

因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第72期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会、経営会議、経営計画・部門計画発表会その他重要な
会議にオンライン形式の活用も含めて出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されてい
る取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いた
しました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受けました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果
　 ①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。
　 ②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。
　 ③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。 なお、新型コロナウイルス感染症については従業員の安全確保及
び事業継続のための適切な対応がとられており、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月13日
松尾電機株式会社 監査役会
常勤監査役 林 信綱 ㊞
社外監査役 岡本 健 ㊞
社外監査役 平泉 憲一 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　取締役３名選任の件

取締役 岸下学、宮田智彦及び石井啓之の３名は本総会終結の時をもって任期

満了となりますので、取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

当社は、誠実な人格、高い倫理観、識見及び能力、広範な知識及び経験並びに

出身分野における実績を有する人物を取締役候補者として指名することを基本方

針としております。この方針に従い、当社は、社長、総務担当役員及び独立社外

取締役で構成される指名委員会が取締役候補者を取締役会へ答申し、取締役会の

決議により、取締役候補者を決定しております。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

１

きし した まなぶ

岸 下 学

（1966年11月29日生）

1985年３月 当社入社

6,321株

2006年３月 当社タンタルコンデンサ生産部門福知

山工場長

2011年３月 当社生産部門福知山第２生産部長

2012年３月 当社生産副部門長兼福知山第２生産部長

2013年３月 当社執行役員福知山生産部門長

2018年３月 当社執行役員生産部門長

2019年６月 当社取締役執行役員生産部門長

現在に至る

取締役候補者とした理由

当社取締役執行役員生産部門長として生産業務に

精通し、必要とされる見識を有していることから、

取締役候補者としております。

２

みや た とも ひこ

宮 田 智 彦

（1963年９月13日生）

1986年３月 当社入社

5,917株

2006年３月 当社品質保証・技術管理部門品質保証

部長

2010年３月 当社生産部門福知山第１生産部長

2013年３月 当社本社工場長

2014年３月 当社執行役員本社・島根生産部門長

2018年３月 当社執行役員国内営業部門長

2019年３月 当社執行役員営業部門長

2019年６月 当社取締役執行役員営業部門長

現在に至る

取締役候補者とした理由

当社取締役執行役員営業部門長として営業業務に精

通し、必要とされる見識を有していることから、取

締役候補者としております。
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候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

３

いし い ひろ ゆき

石 井 啓 之

（1971年５月24日生）

1995年10月 センチュリー監査法人（現 ＥＹ新日

本有限責任監査法人）入所

4,900株

2000年４月 公認会計士登録

2006年３月 石井啓之公認会計士事務所開設

現在に至る

2015年６月 当社取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の

概要

過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に

関与したことはありませんが、公認会計士、税理士

の資格を有して会社財務・税務に関する高い経験、

見識を有し、かつ社外取締役就任後の実績を勘案し

て、当社において業務執行者から独立した客観的な

立場で経営を監督する役割を果たしていただくこと

を期待し、引き続き社外取締役候補者としておりま

す。

なお、同氏の社外取締役在任期間は、本総会終結の

時をもって６年となります。当社は、株式会社東京

証券取引所に対して、同氏を独立役員として届け出

ており、同氏の再任が承認された場合は、引き続き

同氏を独立役員とする予定であります。

また、当社は、同氏との間で、会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額で

あります。当社は、同氏の再任が承認された場合

は、同責任限定契約を継続する予定であります。

(注) 1. 候補者と当社の間には、いずれも特別の利害関係はありません。
2. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しており、2021年３月に更新しました。当該保険契約では、当社の取締役及び監査役を
被保険者として、取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずる損害について填補する内容となっています。次回更新時に
も同内容で更新予定です。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因
して生ずる損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。本議案において各氏の選
任が承認可決されますと、各氏は引き続き被保険者となります。

― 23 ―

2021年05月28日 11時20分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



第２号議案　補欠の監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、あらかじめ補欠の監

査役として１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、補欠の監査役の選任の効力は、就任前に限り監査役会の同意を得て、取

締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

また、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ておりま

す。

補欠の監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

やま もと しげ ふみ

山 本 茂 文

（1951年４月８日生）

1974年４月 株式会社三和銀行（現 株式会社三菱

ＵＦＪ銀行）入行

―株

2002年４月 ＵＦＪビジネスサービス大阪株式会社

（現 ＭＵビジネスサービス株式会社）

代表取締役

2004年３月 東洋ビルメンテナンス株式会社入社

2011年６月 東洋ビルメンテナンス株式会社専務

執行役員大阪支社長

2011年６月 東洋近畿建物管理株式会社代表取締役

2015年６月 東洋近畿建物管理株式会社退社

2015年６月 当社監査役就任

2019年６月 当社監査役退任

補欠の監査役候補者とした理由

金融機関業務経験者として高い見識を有し、かつ

４年間当社の社外監査役として、当社の取締役会

及び監査役会等に出席しその職責を適切に遂行し

ていることから、補欠の監査役として適任と判断

したためであります。

(注) 1. 候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2. 山本茂文は、補欠の社外監査役候補者であります。なお、当社は、同氏が社外監査役に就任

した場合、株式会社東京証券取引所の規則等に定める独立役員とする予定であります。
3. 山本茂文が社外監査役に就任した場合、当社は、山本茂文との間で、会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり
ます。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額であります。

4. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結しており、2021年３月に更新しました。当該保険契約では、当社の取締役及び監査役を
被保険者として、監査役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずる損害について填補する内容となっています 。次回更新時
にも同内容で更新予定です。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起
因して生ずる損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。山本茂文が社外監査役
に就任した場合、山本茂文は、当該保険契約の被保険者に含められることになります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図
場所 大阪府豊中市本町３丁目１番16号
　 ホテルアイボリー ３階
　 オーキッドホール
電話 (06)6849－1111（代表）

[交通のご案内] 阪急電鉄宝塚線豊中駅北改札口より徒歩約５分
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